
１　歳入の状況 

 

⑴　款別歳入決算の前年度比較 

 

款
令和６ 年度 
決算額 （円）

令和７年度 
決算額 （円）

前年度比

 （円） （％）

 Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ

 
市税 12,518,315,238 13,306,431,905 788,116,667 106.3

 
地方譲与税 174,203,000 165,237,000 △8,966,000 94.9

 
利子割交付金 6,403,000 21,937,000 15,534,000 342.6

 
配当割交付金 131,450,000 138,427,000 6,977,000 105.3

 株式等譲渡所得割交付

金
175,029,000 202,681,000 27,652,000 115.8

 
法人事業税交付金 283,715,000 240,386,000 △43,329,000 84.7

 
地方消費税交付金 1,734,793,000 1,873,427,000 138,634,000 108.0

 
自動車取得税交付金 2,511,884 63 △2,511,821 0.0

 
環境性能割交付金 48,971,000 45,024,000 △3,947,000 91.9

 
地方特例交付金 447,600,000 99,717,000 △347,883,000 22.3

 
地方交付税 3,700,649,000 4,080,532,000 379,883,000 110.3

 交通安全対策特別交付

金
8,984,000 8,463,000 △521,000 94.2

 
分担金及び負担金 132,503,290 100,860,620 △31,642,670 76.1

 
使用料及び手数料 302,066,049 315,828,435 13,762,386 104.6

 
国庫支出金 5,125,634,418 5,403,991,401 278,356,983 105.4

 
県支出金 1,938,513,863 2,073,953,623 135,439,760 107.0

 
財産収入 141,760,517 120,065,154 △21,695,363 84.7

 
寄附金 331,088,551 357,143,919 26,055,368 107.9

 
繰入金 1,127,219,921 2,226,150,627 1,098,930,706 197.5

 
繰越金 1,254,140,445 1,262,664,603 8,524,158 100.7

 
諸収入 897,653,618 991,209,124 93,555,506 110.4

 
市債 2,903,000,000 4,211,000,000 1,308,000,000 145.1

 
合　計 33,386,204,794 37,245,130,474 3,858,925,680 111.6
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⑹　収入未済額の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円） 

 

⑺　過誤納金還付未済額の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円） 

 

⑻　不納欠損額の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円） 

 

 区　分 個人市民税 法人市民税 固定資産税 軽自動車税 都市計画税 合　計

 令和７ 年度 69,627,901 2,034,600 34,492,829 2,688,200 4,558,271 113,401,801

 令和６ 年度 39,829,971 1,313,300 18,129,192 1,568,500 2,395,795 63,236,758

 令和５ 年度 27,731,214 861,400 10,977,615 1,201,600 1,450,705 42,222,534

 令和４ 年度 22,621,668 1,335,200 7,960,244 1,064,500 1,051,956 34,033,568

 令和３年度以前 22,915,246 1,344,700 6,964,831 1,149,800 920,412 33,294,989

 合　計 182,726,000 6,889,200 78,524,711 7,672,600 10,377,139 286,189,650

 区　分 個人市民税 法人市民税 固定資産税 軽自動車税 都市計画税 合　計

 現年度課税分 1,643,946 62,800 1,110,276 56,400 146,724 3,020,146

 滞 納 繰 越 分 15,561 0 236,276 12,900 31,224 295,961

 合　計 1,659,507 62,800 1,346,552 69,300 177,948 3,316,107

 区　分 個人市民税 法人市民税 固定資産税 軽自動車税 都市計画税 合　計

 地方税法第１５

条の７第４項

27 人 
1,454,308

1 人 
2,915

3 人 
26,900

1 人 
385

1,484,508

 地方税法第１５

条の７第５項

15 人 
3,404,797

2 社 
996,200

1 人 
160,319

3 人 
23,700

1 人 
21,181

4,606,197

 地方税法第１８

条

288 人 
13,816,238

10 社 
813,000

88 人 
4,632,416

144 人 
1,257,300

88 人 
612,184

21,131,138

 合　計 18,675,343 1,809,200 4,795,650 1,307,900 633,750 27,221,843

  

　

 地方税法（抜粋） 
 

（滞納処分の停止の要件等）  
第１５条の７　地方団体の長は、滞納者につき次の各号のいずれかに該当する事実があると認めるときは、

滞納処分の執行を停止することができる。 
⑴　滞納処分をすることができる財産がないとき。  
⑵　滞納処分をすることによってその生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき。  
⑶　その所在及び滞納処分をすることができる財産がともに不明であるとき。  

２～３　略  
４　第１項の規定により滞納処分の執行を停止した地方団体の徴収金を納付し、又は納入する義務は、その

執行の停止が３年間継続したときは、消滅する。  
５　第１項第１号の規定により滞納処分の執行を停止した場合において、その地方団体の徴収金が限定承認

に係るものであるとき、その他その地方団体の徴収金を徴収することができないことが明らかであるとき
は、地方団体の長は、前項の規定にかかわらず、その地方団体の徴収金を納付し、又は納入する義務を直
ちに消滅させることができる。 
（地方税の消滅時効）  

第１８条　地方団体の徴収金の徴収を目的とする地方団体の権利は、法定納期限の翌日から起算して５年間
行使しないことによって、時効により消滅する。 

　⑴以下　略
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